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Ⅰ．はじめに
グローバル化がますます進展して世界が同質化することが予想されるが同時にその一方
で人々の価値観はますます多様化し、地域間における異質性が鮮明にされるであろう。す
なわち、文化摩擦の発生である。特に、多国籍企業では多国籍・多文化・多属性の人々が
同じ屋根の下で 机を並べて働いている場合、それらの多様な個性をいかに活かしていく
かが企業の社運を決定すると言っても言い過ぎではない。そして、異文化経営の基本に
は＜等距離企業＞という視点の重要性を帯びる。ここでの等距離企業とは、すべての社員
がその企業に対して＜意識的な等距離＞を持つことであり、その環境を備えた企業である
ことを意味する。注１
ここ10年間において中国は生産拠点としての「世界の工場」から「巨大な生産・消費市
場」へと大きく変わった。2005年12月時点、世界企業ベスト500社の中ですでに450社が中
国に投資しており、多くの多国籍企業が中国を最も重要な海外投資先国と見なしている。
ＷＴＯ加盟（2001年）後は関税率の引き下げや非関税障壁の撤廃といった対外公約が徐々
に実現され、国内販路の規制緩和も進行してきた。こうして中国のビジネス環境が大きく
変わろうとしている。
依然として、多様なるリスク原因を抱えながらも急成長を続けている中国はここ数年、
投資先として世界の各企業を魅了しつづけており、日本からも多数の企業が中国へ進出し
ビジネスを拡大・進化させている。しかし、こうした日系企業の中でも苦戦している企業
は少なくない。それは世界各国の企業からの激しい競争はもちろんであるが廉価な模造品
で対抗してくる現地中国企業との闘いや売掛金回収問題など中国固有のビジネス慣行・政
策や法制度への対応の難しさ等―異なるビジネス慣行の問題のために生起するリスクであ
る。異文化経営の課題一般を超えて中国固有問題にも対処しなければならない。
これらの困難を乗り越えて中国市場で成功を勝ち取るためには、現地中国の政治・経
済・社会・文化に精通して＜合理的な日系企業のリスクマネジメント＞の対策が要求され
るであろう。中国経済への期待が高まっているなか、日系企業の対中投資も順調に伸びて
おり、中国の投資の成否が日本企業自身の成長に多大な影響を及ばす企業も増大しつつあ
る。同時に一方では、在中国日本商工会議所が会員企業に行ったアンケート等を見れば明
らかなように、この数年日本企業は「年間一兆円を超える」（JETRO資料報告（とまで言
われる様々な被害が出ている。モノとモノの摩擦は接する面積が大きくなればなるほど増
加するが、国とビジネスも同様である。進出企業にとって中国における企業経営は不正競
争や知的財産権の侵害、制度の未整備、人事労務リスク、財務リスクなどさまざまなリス
ク問題が存在している。
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異なる社会・文化面では、とりわけ中国固有の問題に直面する。万が一問題が発生した
際、どの程度まで迅速で適切な対応ができるかというリスクマネジメントの能力が問われ
ることになろう。トラブルやリスクに事前に備えることが不可欠であるが日系企業は現実
にどのようにどの程度、中国において事業がスムーズに動いているのか、あるいはリスク
マネジメントの能力を改善することによって日系企業の競争力はどのように向上するもの
であろうか？よりよい中国ビジネス展開上の経営行動の方向性として「中国リスクマネジ
メント」を論じることは大きな価値があるものと考えられる。
本稿は、異文化経営と異文化コミュニケーションという視点から中日企業間の[文化の
差異」～摩擦を解消する融合問題を＜経営の同質化＞という観点から論じたものである。
多くの先行研究や文献を基に＜異文化経営＞として現状を把握したうえで日中企業間に横
渡る文化摩擦の根幹および最近の文化融合内実について明らかにする。
中国ビジネスリスクの社会的背景および現状を分析し、急成長した日系企業が直面する
中国ビジネスリスクマネジメントの現実に接近する。まず日系企業のリスクマネジメント
における基本ﾑリスクの意義及び内部統制と監視活動などについて言及する。そして内部
統制システムを通してリスクマネジメントのプロセスの重要性について展開し、加えて日
本企業に最も欠けている文化要因の理解について論じる。内部統制システムではモニタリ
ングとの関連を重視したい。
Ⅱ．異文化経営とリスクマネジメント
日系企業は中国の激しく変化するビジネス環境の中で成長発展するためには中国ビジネ
スリスクマネジメントにおいて、要因分析と組織管理が必要であるか、等々―内部統制と
監査体制を構築することによって緊密的、長期的観察をするべきであろう。
（１）異文化経営の概念とビジネスリスクの内容
日本企業と中国企業の違いは日本は準則主義、中国は認可主義であることである。日本
では法律に即した範囲内において自由にビジネスを行うことが可能であるが、中国では法
律に準拠していたとしても関係機関の認可がなければビジネスが行えないことがある。
また、中国と日本の違いは文化の大きな差である。日系企業が中国へ進出した際、その
ような文化の差を理解できないことによってリスクが生じることとなる。中国進出した外
資は経済の勢いだけに頼って進出していると、国際商品価格・石油などのエネルギー価格
の急騰、SARSやインフルエンザなどの流行病、チベットや新疆ウイグル自治区での民族
問題などの周辺地域の政情不安、金融危機による西欧諸国における保護主義の高まりなど、
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外的要因の変化に極めて脆弱となってしまう。
また、格差問題による国内の政情不安も火種の一つである。実際、急速な成長、国有企
業の解雇による数千万人規模の労働人口の混乱、土地の再配分への人民の怒り、広がる一
方の所得格差、有害物質の流出といった工場災害などが社会不安を増幅させている。
特に日系企業は「和」を組織文化の核としているため、①企業に対する忠誠心を強調、
②集団を重視、個性を無視、③定時帰宅は恥、残業はボランティア、④事案決定時間が長
い、この様な日本的な文化は中国では受け入れられない。中国では、個人の理想を実現す
ることを優先し、個人の能力を発揮することを重んじるという価値志向が強いので、企業
の中では協調性を欠き、集団よりも個人のことを第一に考えることが多い。また、日本で
は企業同士の仕事上の付き合いが始まり、その中から、人間同士の個人的な信頼関係が生
まれていくことが多いが、中国では、仕事とプライベートな人間関係が密接に関係してい
る。したがって、日本語が話せない従業員を相手に教育訓練することは、中国を含めて世
界各国で常態化しており、特異なこと被派遣者に言語の壁の指摘数が多い現象は、言語の
差異でなく、中国に根づいている異文化、個人人知主義的思考の存在にある、と思われる。注２
さらに問題となるのは日系企業が中国に進出し、中国国内の企業と合弁企業を設立した
場合にその企業を中国側の企業の代表者にすべてを任せている状態となっていると相手企
業に支配されてしまい乗っ取られるリスクがある。
しかし、このような数多くの問題を抱える環境の中国から背を向け、その市場から目を
そらす事はできない。「世界の工場」から「世界の市場」に変化しつつある中国への投資
はリスク以上にビジネスチャンスの場であるからだ。
こういった中国リスクを回避する上で重要となるのは、第一に、自由市場の堅持、基本
的な経済ルールの整備と実施、知的財産権の保護などを、本国政府と一緒に中国政府に働
きかける。第二に、本国での評価が下がるリスクを軽減するために、行動規範を確立し、
これをもれなく遵守する。第三に、中国で直面するであろう課題に備えて、対策を講じる
ことが重要となる。そして、それらの対策として①中国の責任者は、公衆衛生上の危機的
状況、自然災害、大規模な社会不安の中でも稼動可能なシステムを整備しておく、②中国
のビジネススクールの卒業生はまだ事業をきちんと管理できるだけのスキルがないと感じ
られる、③中国企業に機密情報を教える、あるいは中国内での機密事項を扱う場合は注意
しなければならない、④中国企業はその競争力を国内から各外資の本国市場、そしてグロ
ーバルへと拡大させている、⑤R&D、生産、サプライチェーンを中国あるいは中国の一
地域に集中させない、⑥CSR（企業の社会的責任）戦略を推し進める。しかし、外資が西
側の流儀を振りかざすと、中国の場合、地域社会の感情を逆なでしかねない、⑦駐在員と
現地のコンサルタントの意見だけでなく、完全に独立した専門家の見方も参考にすべき、
⑧撤退戦略の準備、といった点に対応しておくことである。注３
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近年、中国では徐々にではあるが多くの法律が施行されてきている。それらの法律を把
握し遵守することが重要であるが、その様な法律は貧弱であり、法整備がなされていても
守られないことがある。この様なさまざまなリスクの存在する中国への投資を成功させる
ためには日本企業の経営者や管理者が日中両国間の文化差異を理解することである。
（２）制度と文化を超えるビジネスリスクマネジメント
中国の国土は広大で、多民族によって形成されているため土地によって違った文化や民
族性を持っている。古代中国語で｢文化｣とは、文を以って教化するという意味であった。
それはまた｢人文化成｣とも言う。｢文｣が｢規範｣や｢秩序｣であり、｢文化｣とは、「規範｣や
｢秩序｣を普及させることということが分かる。｢文化｣による｢規範｣や｢秩序｣は中華文化の
真髄とされる「礼」という文化システムである。「礼」は単に国家の政治制度だけでなく、
また人間の行動規範でもある。
国家政治制度と人間行動規範として確立された「礼」は、宗教性が強く、あらゆる価値
判断の最終基準を「天」に帰結させるシステムであった。異民族出身の支配者は、絶対的
権威を持つ「天」の意思であるという主張を通じてはじめて、自らの「中華」を支配する
正当性を民衆に納得させ、「天下」の秩序を遵守させることができたからである。「中華文
化」は異民族出身者のこうした思惑のもとに作り上げられたため、古代中国の最高支配者
は「天子」と呼ばれた。「徳」が「天子」としての最も重要な資格とされ、「天子」の「失
徳」による王朝交代を正当化する「革命」の思想が生まれたのである。そしてこれと表裏
一体のことであるが、異民族も「文化」の対象者であり、異民族も「天下」の一部である
という議論が、「中華文化」に生まれた。
また、中国の少数民族は、すべて固有の宗教信仰をもっていた。宗教信仰は、各民族の
風俗観衆や文化、心理の形成に大きな影響を与え、そして民族が共有するアイデンティテ
ィの一部になっている。文字のなかった民族にとって、宗教信仰は文化伝統を維持し、公
正に伝達する事実上唯一の場所の手段となっている。こういった多民族国家である中国に
おいて「中華文化」というものの浸透が多民族をまとめる上で重要となっていた。
近年では、中国政府が少数民族地域で経済開発を促進することで経済統合を通じ、周辺
民族の国家への帰属意識を強化することで民族問題の解決を図るという政策を取っている。
中国政府は、少数民族と漢民族の「共同繁栄」は経済問題だけでなく、政治問題でもあり、
少数民族地域の安定に最も重要なのは経済発展であると繰り返し強調している。少数民族
地域と漢民族地域との経済格差を是正し、二十一世紀の半ばまでに少数民族地域の近代化
を実現するとの目標が掲げられ、経済統合を通じて、中国人というアイデンティティを植
えつけ、民族分離主義の支持基盤を崩壊させるという考えである。
その様な産業化の進展によって国家内部の多様性が減少する傾向にある。その最初の一
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歩は、各民族の社会の特徴が失われることである。中国の少数民族地域に起きている都市
化の問題は、それに当たる。中華だという位置づけを行うことによって、中国からの民族
独立を求める理由をなくしている。民族政権として中華文化を受け入れたのは、支配の道
具として儒教が最も利用しやすかったからである。
しかし、チベットや新疆ウイグル自治区では文化や宗教が異なりチベット仏教やイスラ
ム教がアイデンティティの源となっている。中国は多くの資源のある各自地区に巨額の財
政援助などを行ったが、その実、共産党は党幹部を派遣して統治し、漢族の移住によって
民族同化を図っている。注４租のような民族の支配によって、チベットや新疆ウイグル自治
区の民族は反感を持ち独立運動が活発になり暴動の恐れが高まっている。
（３）日系企業のクライシスとリスクマネジメント戦略
日本企業が抱える課題は多様化、複
雑化している。代金の回収やメンテナ
ンス、クレーム対応、模倣品対策、エ
ンジニアの能力、知的財産権の保護な
ど日系企業が抱える課題は多い。
さらに人件費や原材料費の高騰に加
え、輸出にかかる仕入れ増値税や還付
率の引き下げ、人民元の切り上げ、模
倣品対策などによって製造コストが上昇する一方、中国国内における地場産業の台頭など、
中国の投資環境は大きく変わってきている。このような点から生産拠点として進出した企
業にとって今まで以上に多くの負担がかかってきている。そのため、それらの負担をどう
軽減していくかが課題である。
また、所得の増加とともに消費者意識が高まり価格よりも品質に向ける経済的余裕が生
まれてきている。中国では消費者意識に加え、いわゆる愛国意識も高まってきており、日
系企業は特に注意をしなければならない。こういった国民意識や感情を考えながらCSR活
動やPRを行っていかなければならない。注５特に歴史的な背景によって日系企業は対応を
誤ると小さな問題でも拡大するおそれがあり、細心の注意が必要となる。
それらの日系企業が中国に進出し、最も困難となるのが撤退である。そのなかでも中外
合弁企業における合弁解消である。特に地方政府が出資する中国側出資者は外資との提携
解消という不名誉な自体を避けるため解消に反対するし、解消をやむなしとする場合でも
撤退を行う外資からできるだけ有利な条件を引き出そうと、その持てる法律上の権利を余
すことなく行使することが多い。注６
また、中国投資からの撤退といっても、その原因は多様である。想定されるのは、合弁
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図表１　主な「抗日」関連事件
5 月４日
６月５日
７月７日
７月25日
８月15日
９月３日
９月18日
11月11日
12月９日
12月13日
五・四運動の記念日（1919 年反日学生デモ）
重慶大虐殺（大空襲）
抗日戦争記念日（盧溝橋事件）
日清戦争の事実上の開戦（宣戦布告８月１日）
抗日戦争勝利の日
抗日戦争勝利の日
柳条湖事件（九一八記念日）
上海陥落の日
一二九運動の日（1935 年反日学生デモ）
「南京大虐殺」の日
出所：日本貿易振興機構（ジェトロ）『中国ビジネスのリスクマネジメント̶リスクの分析と
　　　対処法̶』ジェトロ　2006 年　p.31
企業の場合、合弁期間の満了に伴う円満解散、逆に、合弁パートナーとの経営方針の不一
致による合弁解消に伴う撤退である。また完全子会社の場合には現地子会社の経営不振･
財務状況の悪化に伴う解散･撤退、または、中国国内の複数子会社の経営効率改善のため
の組織再編（整理統合）としての解散などである。その様な撤退は①多くの場合、投資の
撤退は現地中国関係当局からは歓迎されない、②許認可主義である中国では徹底した官僚
主義であり、適切な担当者と交渉することが重要である、③人知主義の中国では関係当局
との交渉に当たっても現地コネクションの活用が有効、④中国の裁判所は出資者間の紛争
への介入（調停等）及び執行に消極的であり、中国側に有利である。注７
そのため、撤退する時のために撤退の判断の妥当性を当局に対して立証するための証拠
を適切に保存することが重要である。①高級管理職による不正行為の関連証拠、②株主同
士が長期的に対立関係にあることにより、経営管理上の意思決定に著しい困難が生じたこ
とを証明できる証拠（日本側発送の書簡、董事会招集通知など）、③会社の経営業績およ
びマーケットの先行きの厳しさに関する証拠などが必要である。注８
さらに解散ではなく撤退手段として、日本側の持ち株を中国側株主あるいは第三者に譲
渡して撤退する方法もある。そのようなトラブルを抱えた日系企業はなれない法律や社会
制度の中で対応ができず結果として不本意な決着を強いられてしまう。したがって、中国
においては合弁する前に撤退を前提とした規約や撤退戦略を考え、合弁するかどうかを考
えておく必要がある。
また、チャイナ･プラス･ワンといった形でリスク分散をしておく必要がある。チャイ
ナ･プラス･ワン戦略としてのアジア地域における進出候補先としては、①従来の
ASEAN4（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン）に加えて、②低コストの労
働力や中国市場へのアクセスの良さからポスト中国の生産拠点として注目されるベトナム、
③高い成長性やIT産業の優位性、約11億人の人口を抱え市場としても期待されるインド
が挙げられる。注９中国への投資だけにしてしまうと、中国国内、中国企業で問題が発生し
たときの対応が困難となってしまう。
Ⅲ．中国の社会システムとしてのリスクマネジメント
（１）企業を取り巻く政治リスクマネジメントへの対応
中国政府は共産党一党独裁という強権を背景に大リフレ策と国際協調、米国との協力堅
持という賢明な政策を遂行している。中国は今までの外需頼みの経済離陸機を終え、内需
拡大と国民生活の均等な向上を軸とする新たな成長段階に入ってきている。しかし、権力
の維持、保身の論理が最優先される一党独裁の元、弱者の救済や社会の構成を実現するシ
ステムはほとんど機能していない。そのため、｢清官｣（清廉な官吏）が｢貪官｣（腐敗した
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官吏）を淘汰するのではなく、｢貪官｣が｢清官｣を“逆淘汰”しながら、利益共同体が形成
されている。注10
その様な環境の中で中国では2008年11月９日に10項目（低所得層向け低価格住宅建設、
農村インフラ建設、交通インフラ整備、医療･文化･教育事業、生態環境建設、産業構造調
整、四川大地震被災地復興、農村部国民所得の引き上げ、増値税改革･企業負担減、金融
緩和･融資規制撤廃）、４兆元（56兆円）、対GDP比16％の規模の財政出動からなる巨額の
景気対策を決定した。そのキーワードは「農村インフラ･交通インフラ整備などの公共事
業」「弱者救済」「金融緩和」である。しかし、そのような政策も地方官僚の腐敗体質やイ
ンフラ事業そのものの非合理性、さらには重複建設などの無駄などによって必ずしも成功
するとはいえない。これが世界が期待する「中国の内需」が抱えるリスクである。注11
これまでの中国の外資政策を見てみると、外資導入の過程を1979～1990年を第１、1991
～2000年を第２、2001～2005年を第３段階、2006年～現在を第４段階に分けられ、今日に
至っている。
第１段階（1978年～91年）は、外国資本導入スタートの時期である。外資系企業による
直接投資に関する三つの基本法が公布され、外資に対する規制を徐々に緩和することを目
指した。対象地域は東部沿岸地域に集中し、アパレルや電化製品などの労働集約型加工産
業が多かった。業種によっては厳しい制限･規制が維持された。外資系企業の主な進出方
法は合弁と合作であった。
第２段階（1992～2000年）は、外資系企業に対する参入規制が緩和され、直接投資が伸
びた時期である。産業は工業が中心で主に東部地域に集中した。92年の 小平の南巡講和
を契機に、さまざまな規制緩和、国家級開発区の設置、優遇税制などが実施され、外資系
企業が中国へ大挙して参入してきた。廉価な製造コストに目をつけた労働集約型製造業を
中心とする多国籍企業が多く進出し、外資100％による進出（独資）も増えた。一方、後
半段階では中西部（「西部大開発戦略」）への投資を奨励するなど、沿海部や特定業種に偏
る投資に対し、地域間、産業間のバランスをとるための策を打ち出す動きがみられるよう
になった。
第３段階（2001～2005年）には、中国のWTO加盟（2001年12月）に伴い、投資関連法
規を整備し、西部地域などへの経済発展に資する産業の投資を奨励した。サービス業の対
外を開放するなど、WTO加盟条件でもあった国内市場の規制緩和が相次いで実施された。
立ち遅れた国有企業改革のためにクロスボーダーM&Aを奨励するなど外資の投資手法は
多様化し、一部の規制業種を除いて外資100％の進出方式が主流となった。また、この時
期は、胡錦涛国家主席・温家宝総理が経済を主導する体制が始動し、経済格差、地域発展
の不均衡、環境汚染、資源浪費、貿易摩擦といった諸問題の解決への関心が急速に高まっ
た時期でもある。解決策の一つとして、東北地区や中部地区の進行を促す「東北老工業基
地進行（東北進行）」、「中部崛起」などの政策が打ち出された。この時期、外資系企業の
対中投資は製造業を中心に加速度的に増加した。
第４段階となる2006年以降─外資に対する中国政府の姿勢が大きく変わった転換期と言
える。中国の外資導入スタンスは04年頃から変化の兆しが現れはじめている。04年１月、
一部の機械・電気製品を除いて輸出増値税還付率がいっせいに引き下げ、06年３月までは
個別の品目に対して還付の取り消し、ないしは還付率の引き下げが実施される。本格的に
調整が実施されたのは06年９月に公布された「一部製品の輸出増値税還付率の調整と加工
貿易の禁止類商品目録の追加に関する通達」からである。これ以降、政府は外資の導入の
重点を、｢量｣から｢質｣へと大きく転換し、国内産業構造の高度化、技術水準の向上を図る
とともに、環境保護や資源・エネルギーの節約に結びつける姿勢を明示した内容となって
いる。07年には外資系企業にとって、直接的なコスト負担増につながる制度変更が相次い
で公布された。急な制度変更によってそれらの制度の対応に苦慮する外資系企業が出てく
る恐れがある。注12
政治的意図や政治的思惑によってその政策は百八十度変わる環境にある。外資は無条件
に歓迎という雰囲気から、経済に対する不満が外資に向けられる雰囲気へと換わる可能性
もある。外資は、収奪しに中国に乗り込んできた存在と捉えられる。注13そして、中国経済
は政変によって国内情勢が不安定となり崩れることがある。文化大革命が始まった翌年67
年、劉少奇が失脚した68年、 小平の失脚、毛沢東が死去した76年、 小平らとの党内抗
争に敗れた華国鋒が党主席を辞任・失脚した81年、民主化要求のデモが起こった86年、天
安門事件が起こった89年、いずれの年も経済成長率が落ち込んでいる。近年では民族問題
によって国内情勢が不安定になっているといえ、そういった問題が拡大していくと中国経
済に悪影響を及ぼすのではないかと考えられる。
さらに、人民元レートについてもリスクのひとつである。中国人民銀行が毎日の基準レ
ートを公表し、為替変動幅をコントロールしているが、コントロールが崩れた場合、大き
な為替リスクが生じるおそれがある。
そして、近年の中国の政策では中国人民銀行などは、中国本土の一部地域と東南アジア
諸国連合（ASEAN）、香港、マカオとの貿易取引について、人民元建てでの決算を解禁
した。これまで中国本土でしか使えなかった人民元が、ドルや円のように世界中で使える
「国際通貨」に向けて一歩を踏み出そうとしている。
また、情報統制の厳しい中国において、国内販売パソコンへの「検閲ソフト」搭載義務
付けが求められるようになった。しかし、そのような「有害サイト」への接続を遮断でき
る中国製の検閲ソフト「グリーン・ダム」の搭載を義務づけがされなければならないこと
に対しては米国政府や欧州連合（EU）は「消費者の選択の自由を阻害する」と撤回を要
求している。また、このような検閲ソフトの義務化は①突然義務化が通知されて制度の詳
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細が不明、②過大なソフト使用量を徴収される懸念がある、③ソフトの導入でパソコンに
不具合が生じた際の責任の所在があいまい、との問題があり、国際問題となる恐れがある。
さらに、中国政府が亜鉛、黄燐、マグネシウムなどのレアメタルに対して輸出にかけてい
る関税や数量に制限をかけている。WTO協定では輸出だけでなく、輸入についても数量
制限を原則として禁止している。中国政府がレアメタル（企業金属）などの鉱物資源の輸
出を制限するのは、国や企業間のグローバル競争が激しさを増す中で、希少資源を武器に
日米欧に対して優位的な立場を確保したいためである。国際社会の中で中国の力が強大に
なる一方で、国際社会との協調ができずに中国政府が暴走をしてしまった場合、大きな問
題が生じてくることとなるだろう。
そのように中国政府の圧力や法や制度の改正が行われることによって突然リスクが発生
する恐れもある。法律の不備・不透明性によって運用との乖離が生じることもある。昨今、
中国政府は法の整備を進めているが、欧米や日本に比べ法体制（整備と運用）がまだまだ
未成熟であるのが現状であり、さらに、頻繁な法規制の変更、地域による運用の格差が企
業の法令への理解を困難としている。中国政府による法改正や制度変更では独占禁止法を
2008年８月に施行した。これによって中国市場における販売シェアが一定の割合を超える
場合適用されるため、M&Aを行う場合、独占禁止法に触れる恐れが出てきている。また、
中国政府は、国内外の金融機関に消費者金融会社の設立を解禁、中国政府は８％成長目標
の達成を掲げており、消費者金融の解禁で消費拡大を進める方針でいる。しかし、消費者
金融の解禁で内需拡大が見込める一方、多重債務者の増加などが社会問題化する恐れがあ
る。
さらに、統計データの改ざんなどに対する遵守意識の希薄な中国で「統計法」の修正法
案が可決された。データの改ざんなどへの処罰の強化、政府各部門間で調査結果が一致し
ない統計の公表を禁止。施行は2010年１月１日。中国経済の規模拡大で統計の影響が国内
外で高まっているが、信頼性については疑問視されている。
中国へ進出した企業への対応や政府からの圧力を見ると、米グーグルに対し中国政府は
天安門事件20周年や建国60周年を迎え、インターネット上の情報管理を強化し、情報統制
を行っている。このように部分的に圧力をかける一方で、中国政府は外国企業による国内
市場での株式上場の容認をし、外国企業を誘致して経済の活性化を目指している。
中国国内情勢では台湾が中国企業の直接投資を解禁した。それによって、中台の関係が
良くなることで、日本も台湾とより柔軟な経済関係を構築する余地が出てくるという見方
もあり、このような関係が継続することによって台湾海峡を挟んでの武力衝突リスクが下
がるといえる。しかし、一方では新疆ウイグル自治区やチベット自治区などの地域間、民
族間の経済格差によって、暴動が発生している。その様な暴動によって欧米政府との関係
悪化や海外企業の中国投資や貿易に対する悪影響が出る可能性がある。また、内需拡大を
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進めていく中でこのような暴動は内陸経済に悪影響を及ぼす懸念がある。
（２）投資・財務関係のリスクの現状とマネジメント
中国の沿海部の工業地域は華
北工業地域、華東工業地域、華
南工業地域（図表２参照）に分
けられる。
これまで中国では安いコスト
で製造していたが、製造業のコ
ストが非常に高くなってきてい
る。また、近年の金融危機によ
って、欧米向け輸出で潤った広
東省では企業倒産が深刻してい
る。この様に「世界の工場」と
呼ばれる中国の労働集約的経済
は近年の金融危機によって労働
集約的成長が行き詰まり、工場
の倒産などによって失業者が増加している。
広大な中国には未開拓、未発達の土地が多くあり、そのような場所への進出がこれから
の課題となってくると考えられる。これまで沿海部の工業地域が発達していく中で遅れを
とっていた①東北振興、②中部勃興、③西部開拓がこれからの中国の発展地域となりえる
地域といえ、それらの地域の情報収集と進出戦略を考えていくことが重要である。
東北振興の地域は黒龍江省、遼寧省、吉林省である。旧ソ連との蜜月時代に重工業地区
として重点開発が行われた中国有数の“重厚長大”産業地域で国有企業が占めているため
近代化、市場経済化が遅れ世界市場との競争力が弱い地域である。
中部勃興の地域は山西省、安徽省、河南省、江西省、湖南省、湖北省である。内陸地と
いう地理的条件から対外貿易や外資の導入に遅れがあるが、有名な観光地が点在するが交
通の便が悪い。そこで、航空路や道路網などのインフラを整備して観光客を呼び込むと同
時に、沿岸部の企業を誘致する目論見がある。インフラが整備されれば、人件費が安い中
部地区は格好の企業拠点となり、かつ科学技術に関するインフラは他地域より進んでいる
とも言われ、研究開発拠点として有望といえる。
西部開発の地域は甘粛省、陝西省、貴州省、四川省、青海省、雲南省、重慶市、寧夏回
族自治区、チベット自治区、新疆ウイグル自治区、内モンゴル自治区の一部、広西チワン
族自治区の一部である。西部地区は豊富な鉱物資源や水力発電資源も含むエネルギー資源
139
異文化経営とリスクマネジメント戦略
図表２　発展し続ける中国の工業地域
出所：日本能率協会コンサルティング中国事業グループ『最新！中国の「工場」事情』
　　　PHP研究所　2009 年　p.17
があり、観光資源にも恵まれている。その反面としてチベットや新疆ウイグルなどの地区
は中国からの独立意識が強く民族問題を抱えている。注14
外資企業が中国国内で事業を展開する形態として、①単独出資（独資）、②合弁企業、
③合作企業の３種類の進出形態があげられるが、特に重要となるのは独資と合弁の企業で
ある。（図表３参照）
独資企業とは外国
資本100％の現地法人
のことである。合弁
企業とは外国企業と
中国企業とが出資し
て設立される企業の
ことであり、合作企業とは中国側と外国側がそれぞれ出資方法、利益の配分、資産の分配
等を予め契約に定め設立する企業のことである。それぞれ、進出形態によって、メリッ
ト・デメリットがあるため状況に応じた進出形態を考えておく必要がある。
中国企業関連のM&Aには、①中国企業による中国企業のM&A、②外資企業による中
国企業のM&A、③中国企業による外資企業のM&A、④外資企業による外資企業のM&A、
⑤中国企業による外国企業のM&A、⑥外国企業による中国企業のM&Aが考えられる。
その様なM&Aで特に問題となるのが中国企業に対しM&Aをしようとした場合である。
中国政府の介入によりM&Aが計画通りに進まない場合がある。さらに、中国において独
占禁止法の成立によって、市場の支配の程度、事業集中度、国家安全にかかわるか否かに
よってM&Aが成功か失敗か左右される様になった。注15
それらの外資企業と外国企業の違いは、外資企業とは中国法律の関係規定に従い中国国
内に設立された企業であるために、その登録所在地、管理中心地、営業中心地などはすべ
て中国国内におく企業である。企業のすべての資本が外国投資者によって投入されたとし
ても、総体的な面から言えば、外資企業と中国とのつながりの方がもっと緊密であり、中
国の法律に従い中国の国籍を取得した企業である。外国企業とは中国以外の国（或は地区）
の法律に従い設立した経済組織である。一方の外国企業は中国の法律に従い関係手続きを
とる関係から中国国内にも経営活動を行うことができる。ただし、中国の国籍を取得する
わけではなく、その国の国籍を持ちながら経営する企業である。外国企業は属人管轄の原
則に基づき所属国の法律によって拘束されているほか、属地管轄の原則に基づき中国法律
の拘束も受ける。注16
近年、中国企業や中国ファンドによる合併や買収、海外企業買収例が増えている。買収
対象となっているのは高い技術を持った日本や欧州の中小企業、知名度の高いブランドな
どで、中国企業にかけている技術力やブランドを手っ取り早く入手したいという考えが見
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図表３　進出形態別のメリット・デメリット
出所：江原規由・箱崎大　『中国最前線̶対内・対外投資戦略の実態』　ジェトロ（日本貿易振興機構）　p.84
合弁
メリット デメリット
独資
・物件確保に有利
・消費者ニーズの吸収
・許認可手続きがスムーズに
・中国特有の商習慣のノウハウを活用
・既存の物件、人材、販売ルートを活用
・資金不足を補う
・経営の自由度が高い
・販売員のレベルアップがし易い
・合弁相手選択のリスク
・合弁解消時に不利な条件になることが多い
・経営の自由度低下リスク
・政府部門による失業対策受け入れが生じる場合も
・販売員の再教育が難しい
・物件や人材の確保、消費者ニーズの把握が難しい
・許認可手続きに必要な人脈、中国特有の商習慣の
ノウハウについて、独自手配・構築が必要
て取れる。しかし、中国政府は中国企業の自主技術の欠如や世界に通じるブランドが生ま
れないことに危機感を抱いている。中国企業は技術を商品化することに慣れていないため、
新技術を開発してもどうやって商品化するか、どこにニーズや市場があるのか把握できて
いない。さらにそういった新技術を開発し商品化してもすぐに模倣商品が出回るという問
題があるため、技術の開発やブランドの構築ができないという原因がある。注17したがって、
日本の企業は知的財産権流出の問題や模倣品対策も課題であるが、買収防衛策を整えてお
かないと中国企業やファンドに飲み込まれるというリスクがある。
中国の税制は分税制となっており、税収を税目（税金）及び徴税主体別に分け、徴税機
関並びに税収配賦先を中央及び地方に分類している。したがって、単純に国家税務局が国
税を主管し、地方税務局が地方税を主管するのではなく、税源別に中央税、地方税及び中
央地方共通税に分けられている。また、中国全国人民代表大会（2007年３月16日）におい
て、「中華人民共和国企業所得税法」が制定された。2008年１月１日から施行され適用さ
れる。特徴は「簡潔な税制」、「広範な課税ベース」、「低税率」、「厳格な徴税体制」とされ
ているが、優遇税制の見直し、特別税務調整の規制、税率の大幅な軽減が日本の税務に影
響を及ぼすと考えられる。
監査問題では中国現地会計事務所の会計監査は外資系会計事務所に比べ報酬料金が非常
に安価であるため、現地会計事務所を利用する企業が多々あるが、中国上場企業の規定に
外資系会計事務所による会計監査を要請する項目があるように、現地会計事務所の信頼性
及び能力は必ずしも高いとはいえないため信頼の置ける会計事務所を選ぶ必要がある。中
国は現在、人知国家から法治国家となる過渡期にある。数年前までは強いコネクションの
ある中国人を頼れば、高い優遇を受けられ、トラブルも解決してくれるという風潮があっ
た。しかし、WTO加盟後の現在では当局は租税法律主義を基本理念として法整備を徐々
に行っており、多数の外資企業が進出する地域では20歳代・30歳代の若い職員が重要ポス
トに就き、法規に基づき公平で厳格な対応がなされるようになっている。注18
（３）知的財産権リスクマネジメントの現状
中国に進出した企業が抱える問題として知的財産権を守ることができることができるか、
ということである。ただ、ひとくちに知的財産権といっても発明特許・実用新案・意匠・
商標といった申請登録することによって権利が保護される工業所有権、申請・登録が保護
の要件とならない著作権、反不正当競争法や製品品質法などの法律に基づく権利まで、幅
が広い。したがって、知的財産権の侵害にあったときにその侵害がどの権利に当たり、ど
ういった法･制度に適応するのか理解しておかなければ対応ができない。
中国ではそういった権利の侵害や模倣品の流通に対しての権利意識が希薄であり、一時
的には対策が行われても時間が経つと新たな模倣品が流通してしまい、結果的に「いたち
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ごっこ」となって無駄な時間や費用を費やすだけで問題の解決とならない可能性がある。
模倣品の存在の流通は正規品のブランドイメージの低下を招く恐れもあり、正規品販売企
業に悪影響を与えかねない。これまで、日系企業が遭遇する知的財産権の侵害は、商標権
に集中していたが意匠侵害、特許権、著作権へと拡大、また、人材の流動性の高さによっ
てノウハウの流出、販売ルート、顧客情報などの情報の流出も問題となる。模倣品を使用
した人が、事故や怪我、健康被害などを受けてしまった場合に、それが真正品を持って事
故を起こったと報道されてしまうことがある。たとえ模倣品だと分かったとしてもブラン
ドイメージの低下は避けられない。
知的財産権侵害を排除し正常な市場を確保するには、行政機関や考案を使って模倣業者
の処分を求め、訴訟を起こし、あるいは、消費者に注意喚起を呼びかけるためにマスコミ
に公表するなどの措置が必要となる。模倣業者を摘発したことや、商標権や意匠権の侵害
に対して訴訟を起こしたことが、マスコミに公表されると、状況により様々な反応が表れ
る。一般的には模倣業者＝悪徳業者として受け取られるが、ときに正当な権利所有者の方
が、消費者や消費者団体やマスコミから、「外国の大企業が不当な権利を振りかざして弱
い中国企業を押さえつける」、「外国企業の横暴」、「今度は経済で中国を侵略」といった不
条理な言い方で、逆に叩かれることがある。
その対策としては中国では消費者保護の意識が高い故に消費者問題に関する相談窓口と
なっている消費者保護協会の力は強大かつマスコミに対する影響力も非常に強いので消費
者保護協会を活用することである。この協会は、品質管理を担当する行政機関である質量
技術監督局との連携のもと、模倣品が消費者の生命や安全を脅かすことに対して厳しい態
度で対応している。一方、正当な権利所有者に対する姿勢も厳しい。模倣品が多く発生す
るのは十分な対策を行っていないからであるとし、マスコミを通じて、「自社の利益を追
求するばかりで消費者保護の意識が低い、消費者を危険にさらす企業だ」としてバッシン
グすることがある。したがって、模倣品対策をするとともに消費者保護協会への働きかけ
をしていかなければならない。
模倣品に対して行政処分が下されると、権利所有者側が新聞などに注意喚起の広告を掲
載することがあるが模倣業者によって行政訴訟が起こされ、「模倣でない」という判決が
出されると、逆に名誉既存で訴えられてしまう。さらに模倣業者が地方政府やマフィアな
どとつながっている場合、嫌がらせを受けたり、極端な場合、生命の危険にさらされるこ
とがある。
かかる模倣品対策リスクは議論の焦点が「中国人VS日本人」という構造になってしま
ったときに起こる。これを本来の、「模倣業者VS消費者」、「模倣業者VS企業」という構
造にもって行くことが重要である。そして、消費者協会に対して模倣品が消費者に悪影響
を与えるとして、その対策が自社のためではなく中国の消費者を守ることであると強調し
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協力を求めることである。また、模倣品に対して消費者がどのような反応を示しているの
かの情報を収集し、消費者団体やマスコミへの対策を練る必要がある。そういった模倣品
に対して正確な情報をつかみ、適正な情報を発信することが求められる。
最も重要となるのが人材の現地化を進めるとともに知的財産権専門のスタッフを育成す
ることである。そして、地元行政機関との関係の強化するとともに、調査会社や法律事務
所を慎重に選定し、企業間の情報共有と協調を図ることである。注19
そのような技術流出の経路としては図にあげた様にハードからの流出とソフトからの流
出とに分けられる。
（図表４参照）
知的財産権の問
題は中国の法律を
理解しそれに対応
した対策をするこ
とが重要であり、
模倣品業者が出て
きたらすぐに対応
をすることが重要である。そして、模倣ができない技術を開発することが課題である。中
国政府は中国国内販売用パソコンについて、有害サイトへの遮断できるソフトを組み入れ
るよう義務付ける。来年５月にはIT（情報技術）セキュリティー製品の技術情報を強制
開示させる制度を導入する方針でいる。この様な制度ができることによって技術情報の流
出が懸念される。一方でこの様な制度の成立によって撤退を余儀なくされる企業が出てく
る恐れも考えられる。
Ⅳ．日系企業の中国市場でのリスクマネジメント
（１）中国の市場とビジネスリスクマネジメント
「先に豊かになれる人から豊かに」という 小平の「先富論」によって多くの国民や地
方が経済成長の恩恵を得たが、その一方で豊かさを享受できず取り残された国民や地域に
は不公平感を抱く人たちが存在する。中国国内には地域間の発展格差、都市と農村の格差、
同一地域内での所得格差と三つの格差が存在する。拡大する格差に対して中国政府は「和
階社会」をスローガンに格差の解消を図ろうとしている。また、格差が拡大する一方での
中国国内の所得の向上は中国国内市場にとって大きなビジネスチャンスである。
近年では金融危機の影響もあり、上海、広東省など沿岸部からの輸出は減速しているが、
その一方で内陸部は今年も2ケタ前後の成長を維持する勢いがある。そのため、沿岸部か
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図表 4　技術流出の経路
出所：日本貿易振興機構（ジェトロ）『中国ビジネスのリスクマネジメント̶リスクの分析と対処法̶』
　　　ジェトロ　2006 年　p.63
装置輸出に伴う流出
部品・材料輸出に伴う流出
ヒトに付随する流出
技術供与に伴う流出
契約上の不備による流出
日本人技術者
現地法人スタッフ
ハード
ソフト
技術流出の経路
ら内陸部への進出が重要となってきている。
国内格差が拡大する中で、中国は「世界の工場」としてだけでなく「世界の市場」とし
ても注目を集めるようになっている。国内格差の解消のため中国政府は「家電下郷」政策
など農村部での消費拡大に向け政策を大胆にとっている。かかる中国政府の政策が各企業
に多大な影響を及ぼすであろう。その政府政策をうまく活用しその流れに乗ることが中国
国内でのマーケットシェアの拡大に がるといえる。
中国の小売業はハイパーマーケット（生活必需品を網羅する大型セルフサービス業態）
とコンビニの伸長が著しい。日系の企業では、セブンイレブン、ローソン、ファミリーマ
ートなどが中国に進出している。また、イトーヨーカ堂やイオンなども進出している。
小売業においてコンビニエンスストアが中国へ進出する上での問題点としてはスーパー
との差別化がある。①「日本」ブランドの品質や信頼性への高い評価、②衛生面や安全性
への高い評価、③内資コンビにより的確な品揃え、④丁寧な接客、によって内資コンビニ
との違いを際立たせていった。注20したがって、日本のサービスを中国で浸透させていくこ
とが中国市場で勝ち抜くための第一歩といえるのではないであろうか。
また、中国に進出した日系企業の課題として中国でのプレゼンスが大きくない、広報活
動やテレビCMといった一般庶民にイメージに直接影響を与える活動が効果的に行われて
いない、中国人が持つ日本への国民感情が中国でビジネスをする上で課題となる。注21
中国は国全体が消費大国ではない。国土が広いため、都市部と農村部の間で、また都市
間でも、大きな所得格差が存在している。中国大都市部の消費者をとらえるには、所得格
差、世代格差、国民性を理解する必要がある。所得以上に大きいのが世代間ギャップだ。
気質も消費性向も全く異なる。注22
消費の側面から中国の国民性を理解するうえでのキーワードには、「面子（メンツ）」、
「口コミ」、「女性消費」がある。広い国土と多様な消費者、膨大な人口を有する中国では、
ターゲットを絞り込み有効な手段でPRしないことには、商品の良さを伝えるのが難しい。
そこで重要となってくるのが「４コミ」（口コミ、街コミ、店コミ、マスコミ）を活用す
ることである。
一番影響力が強いのは「口コミ」だ。長く官製のメディアしかなかったためか、彼らは
「マスコミ」情報を鵜呑みにしない反面、実際に体験した人からの意見を重視している。
特に「国際はヤング」の情報量は深く広い。その範囲も従来の地縁血縁といった近距離か
らネット上の商品比較サイトやブログへと拡大した。
しかし、「マスコミ」広告もされない商品は信用されない。インパクトのある広告は口
コミの原点となる。「街コミ」とは、町を歩き回って行う情報収集だ。商品が実際にどの
ように使われているのか、イベント、ショールームなどを実際に見て参考にすることが重
要となる。「店コミ」は、日本では商品ブランドの核が重視され、購入場所にこだわる人
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図表５　小売業界の市場分類
出所：『ジェトロセンター』　2008 年 11 月号　p.９
直轄市、省政府
所在都市、副
省レベル都市
地区レベルの
都市
県レベル都市 郷鎮政府所在
地
上海、北京、天
津、重慶、大連、
青島、アモイ、
深圳など
行政上区分
数 35 市 約 300 市 約 2,800 市 約２万ヵ所
１級市場 ２級市場 ３級市場 ４級市場
都市部市場二大分類 農村部市場
主な都市例
蘇州、無錫
南通、東莞
煙台など
昆山、常熱な
ど ̶
インター ネット、親友、売り場観察
などから十分な情報情報入手ル トー
購入ポイント
購買行動
優位企業
品質、技術、ブランド力 ブランド力、価格
理性的な購買行動 衝動買いが多い
外資系企業 地場企業
近隣、親戚のクチコミ、売り場販
売員の説明など不十分な情報
? ??
?
は少ないが、中国では買った場所の格、すなわち知名度や立派な外内装といった店格が重
視される。中国では有名ブランドほどニセモノが多く流通しているためである。注23
中国で販売チャンネルに乗せるには人材の現地化や商品の現地化、研究開発の現地化、
ビジネスパートナーが重要となる。広大な中国では、地域によって発展状況、さらには購
買力や購買行動なども異なるため、ターゲットとなる地域の市場にいかに対応するかは、
販売戦略上重要なポイントとなる。そのように変化する消費者ニーズや市場、政策に柔軟
に対応できる「環境適応能力」が必要となる。
さらに、売り上げ拡大のため中国国内の新規市場を開拓し、コスト削減のための生産調
整や人員削減などのリストラの進め方、競争力強化のための生産効率の向上とコスト削減、
代金回収および与信管理をどのように強化していくか、制度の変更など政策への対応も重
要となろう。
（２）内部統制とリスク監視活動を通じてのマネジメント活動
中国はグローバル化によって海外からの資本や技術経営のノウハウを受け入れ、さらに
国内の安くて豊富な労働力によって世界の工場と呼ばれるようになり工業製品輸出国とな
った。しかし、そういった中国で生産された医薬品、食品、玩具などといった中国製品の
安全性に対しての事件が頻発し問題となっている。中国国内の安全基準や衛生基準などの
基準が守られず国内のみならず世界中に問題のある製品を輸出することになると問題のな
い製品であっても国内、国外ともに中国製というだけで売れない製品となってしまう。し
たがって、中国政府はそういった国内における製造の安全基準を明確にし、世界に認めら
れる基準の制定とそれらの遵守をしていく必要がある。
中国の企業統治機構を見てみると、多くの中国外資企業は株式会社でなく非公開の有限
会社であるため、意思決定権限は董事会に集約される。また、決議方法が資本多数決によ
るのでなく、董事数によるのも日本と大きく異なる。さらに会社解散等の重要決議事項に
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図表６　合弁企業組織の日中比較
出所：税理士法人プライスウォーターハウスクーパース（編）築瀬正人（著）
　　　『中国投資リスクマネジメント　継続と撤退の税務・財務管理と内部統制』　中央経済社　2008 年　p.10
（中国） （日本）
日本企業
株主総会
取締役会
代表取締役、他
監査役
日本企業 中国企業
意思決定機関
業務執行機関
董事会
経営管理機構
（総経理、他）
外国企業
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ついては、董事３分の２以上の出席という成立要件の上に全会一致である必要があり、議
会が成立したとしても１人でも董事の反対があれば、会社解散等の重要事項も思う通りに
進められない状況に陥る場合がある。したがって、合弁会社において意思決定力を保持す
るには、資本比率よりも董事の数をどれだけ多く獲得するかがポイントとなる。日中双方
の意見がまとまらない場合
を想定し、その対処方法を
合弁契約書に記載するなど
の事前措置が必要である。
2006年施行の公司法にお
いては、資本多数決が適用
される株主会の設置が規定
されているが、特別法である合弁企業法が優先するために合弁企業においては董事会が最
高意思決定機関に位置づけられる。独資企業においては、董事会及び監事の配置は任意と
されているが、定款に設置を規定する場合には、会社法の規定が適用されると解される。
総経理は日本で言う代表取締役とは異なり、董事会の授権を受け、あくまでも日常業務
執行の責任者であり、会社の意思決定を行う権限はない。したがって、合弁会社において
自社の意見を反映させるためには、総経理のポストだけでなく董事長のポストも確保する
ことが重要である。中国外資企業には、公開企業でなくても法定監査が義務付けられてい
る。設立を検討する際は、この法廷監査を受ける上でのコスト（経理･財務管理コスト、
監査コスト等）も考慮しなければならない。
経営管理機構は董事会の指示により日常業務を行う職位であるが、董事を兼任すること
ができる。なお、高級管理職として総会計師を配置するよう規定により義務付けられてい
るが、これは国有資産が主導的な地位を占める大･中型企業が対象となるため、100％が意
思企業には必ずしも必要ないと思われる。
中国企業の董事の員数（上限）に関する規定は公司法にはないゆえに任意に決められる。
図表７　中国・日本の機関の権限と機能
出所：税理士法人プライスウォーターハウスクーパース（編）築瀬正人（著）
　　　『中国投資リスクマネジメント　継続と撤退の税務・財務管理と内部統制』　中央経済社　2008 年　p.11
中国
董事長法定代表者
（日常）業務執行者
総経理任命の留意点
監査機能
総経理
代表取締役（社長）
代表取締役（社長）
日本
董事職を兼任しない総経理は
日常業務執行者であり、経営
参画権無し
代表取締役は法定代表者とし
ての地位と業務執行者として
の地位を有する
・監事制度有り
・外資企業は全て決定会計監
　査対象
・監査役制度有り
・会社法、金融商品取引法に
決定会計監査制度有り
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董事会での多数決による
決議を考慮するならば、
奇数の員数を定款に定め
るのが妥当である。また、
董事の任免権は合弁企業
の当時は出資者双方が
各々選任することとされ
ている。なお、日本側と
して中国側選任董事の拒否は原則不可であるので、定款に不法行為を行った董事の解任規
定を明記するなどの事前対応が必要となる。小規模投資会社の場合、職員一人ひとりの権
限が非常に広範囲となり、一人の職員に権限を集中させることになりかねない。最低限の
内部統制として、会社印鑑及び財務印鑑を保持する者と小切手を発行する者とを分け、指
定された者以外が使用することのないように厳重管理する必要がある。これにより、一職
員による勝手な使い込みを防ぐことができる。注24
中国企業の内部統制システムの現状は、次の３類型にまとめることができる。第１は、
内部統制要素の形式を取り、内部統制の全体的な枠組みを構築する枠組み型である。これ
はCOSOの内部統制の枠組みに類似する。第２は、全体的な枠組みを構築することがなく、
実践的に展開する実務型である。第３は、枠組みと実務型の総合型である。注25この様な内
部統制システムの遵守する上でもコーポレートガバナンスの果たす役割は大きい。各機関
の適正な権限の配分や役割を明確にし、監査機能の働く機関設計をしなければならない。
（３）在中国日系企業のリスクマネジメントの実践
土地使用税の徴収、労働契約法施行にかかる退職金および経済補償金の積み立て、未消
化の有給休暇買取、人件費の高騰など様々なコストの上昇が起きている。それに対して日
系企業の対応は製造コストの削減、事業の拡大･方針の変更によって対応していかなけれ
ばならない。
そのような中国の環境の中でも多くのビジネスチャンスがある。省エネ・環境技術、都
市人口増加に伴う車、住宅、家電製品などの耐久消費財需要、中間層、富裕層の拡大など
によって品質の良い日本製品の消費拡大が可能となるであろう。中国市場の開拓に力を入
れている企業は世界各国から中国に進出している企業が増加する中で激しい価格競争に巻
き込まれる恐れがある。金融危機によって、価格で商品を選択する消費者の増加が考えら
れる一方で、中国国内における所得の増加によって富裕層が増加しつつあり、そのような
非常に格差のある中国市場のターゲットをうまく絞り開拓していくかが課題となる。
中国において問題となるのは中央政策と地方政策の大きな違いである。上海、北京など
図表８　中国・日本の業務執行機関
出所：税理士法人プライスウォーターハウスクーパース（編）築瀬正人（著）
　　　『中国投資リスクマネジメント　継続と撤退の税務・財務管理と内部統制』　中央経済社　2008 年　p.12
中国
業務執行機関
構成員
構成員任免権
代表者任免権
管理のポイント ・人権の確保・定款等への帰属明記
経営管理機構 取締役会
取締役会
株主総会
日本
高級管理職：
総経理、副総経理、総工程士
（工場長）、総会計士（経理部
長）
取締役：
代表取締役、専務、常務
董事会
董事会
̶
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の直轄市以外の３級都市以下のレベルの都市では中央政府とは全く逆の政策をとる場合が
ある。中国においては単に「法律」に従って政府の政策を理解した場合、ビジネスを思う
ように展開できないケースが多々生じるからである。さらに、弁護士や会計事務所から一
方的なアドバイスを受けるのではなく、現場に詳しい日系企業あるいは現地企業への調査
異例や現地政府に直接関わりを持っているコンサル会社に依頼したほうが良いがそういっ
た企業が必ずしも信頼がおける企業といえるかどうか分からないため慎重に企業の選択を
することが重要となる。投資前のリサーチも重要だが、投資後の行政手続き、優遇政策の
続行なども肝心なことであるため信頼のおけるパートナーの選択が求められる。
また、市場開拓、小売、外国から製品を輸入する場合に多くの規制があり、当該製品を
生産するために必要な原料・部品を輸入しようとする際に行政担当者から輸入は認められ
ないと言われ、中国国内で製品を販売できない企業もある。規制及び行政手続きは各省に
よって異なるため、法律より行政官の裁量に重きが置かれることが多く、行政官との良好
な関係が必要となる。
中国国内において法制度の強化はされてきているがそれらの法律が適正に執行され、遵
守されているとは限らない。中央政府と地方政府、政府の各部門間には政策や規制に対す
る共通した判断基準がないため、ある地方では投資利益の海外送金は自由に行えるが、あ
る地方では全くそれが認められないということがある。
合弁会社の場合、日中間のパートナーシップが重要な問題となる。コミュニケーション
を円滑に図れないことが失敗の原因ともなる。日中合弁会社の場合、双方のトップマネー
ジャー同士のコミュニケーションを円滑に行うこと、従業員の教育に熱心であり、合弁会
社独自の企業文化を確立し、従業員の意識を改革していることである。中国側のマネージ
ャーに従業員教育の大きなウエイトを置くこと、人的な現地化を進めることが必要である。
沿海部と内陸部では発展状態が異なっているため、「低賃金、組立・加工、輸出」中心の
企業は内陸部への進出が求められる。沿海部ではその様な企業の進出よりも内需中心、技
術移転と研究開発を伴う先端企業の進出が求められる。
中国は広大であり、沿海部から内陸部にかけて賃金の差が大きい。製造業にとっては沿
海部から低賃金の内陸部の地域に移転させることで人件費の削減し、品質の維持とともに
コストを安く押さえることが可能となる。したがって、中国国内において様々な問題や格
差が存在するためその問題や格差に柔軟に適応することが求められる。注26日本人管理職と
中国人部下との間に、面子に関する理解のギャップが存在するため、相互理解が必要とな
る。日本的な感覚や自己の感覚を内省を通じて把握せずに中国人部下をマネジメントする
とコンフリクトが生じやすい。現地従業員をマネジメントする際、日本人管理職に必要な
のが、異文化環境におけるリーダーシップとフォロアーシップのバランスである。それが、
現地化を進め、組織を成長させていく。注27
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中国に対して様々な企業が進出が増えるとともに撤退している企業も見られる。近年の
日本企業の進出や徹底を見てみると、セブン＆アイ･ホールディングスが中国の外食市場
に参入、アサヒビールは中国での「青島ビール」の営業網と生産体制を拡充、中国政府の
補助金引き上げで納期需要が伸びていることに対応し、ヤンマーとクボタがコンバインや
田植え機を現地工場で増産、NECエレクトロニクスが中国で半導体の設計など進出企業
が増える一方で、ミズノはブランドが浸透せずに販売が計画を下回る結果となっている。
また、旭硝子は中国のブラウン管･ガラス事業からの撤退を進めている。世界の工場とし
ての中国から世界の市場としての中国への転換が求められるようになっている。
中国企業の攻勢も強まっている。中国政府系ファンドの中国投資有限責任公司（CIC）
による海外企業への投資やM&A戦略が進められている。また、金融危機によって世界の
自動車産業が大きく再編される中で中国企業が攻勢をかけている。そして、中国企業によ
る日本市場への進出も見られる。中国の家電量販店最大手、蘇寧電器集団（南京市）は、
経営再建中のラオックスの筆頭株主となった。このように日本の企業はグローバル化する
社会の中で、各国・地域に対する世界戦略を進めるとともに世界の市場としての中国戦略、
対外・中国企業への対策としての国内戦略の重要性が増している。
中国における雇用・エネルギー・環境・水資源の格問題が日本企業にとって大きなチャ
ンスといえる。雇用に関しては大量の労働力が存在する中でそれらの労働力をうまく活用
することが課題となるだろう。エネルギーや環境問題に関しては日本における省エネ技術
を活用し、それらの技術をうまく活用することが求められるようになる。さらに水問題に
関しては日本の上下水道などの水処理技術を活用するが水資源のビジネスとなるであろう。
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